
第５ 各課別事業計画 

 

保健福祉課 

 

Ⅰ 事務事業の執行方針 

１ 保健・福祉事業の総合的推進 
少子高齢化の進行など県民生活を取り巻く社会環境が大きく変化する中で、県民が生涯に

わたって必要な保健・医療・福祉サービスを効果的に受けられるよう、健康福祉センター及
び保健環境センターの円滑な運営に努めながら、総合的・一体的な保健福祉活動を推進する。 

   また、とちぎ健康の森の円滑な運営を通し、県民の健康づくりを推進する。 
    

２ 地域保健の推進 
地域保健に関わる県及び市町職員の資質向上を図るため、総合的・計画的な研修を実施す

るとともに、公衆衛生協会の活動を支持するなど公衆衛生の向上発展に努める。 
また、県民の健康と安全を守るため、災害や感染症などによる健康被害はもとより、原因

不明あるいは複合的で個別対応が困難な健康被害に対し、迅速かつ適切に対応できるよう災
害対策も含めた健康危機管理体制の充実を図る。 

 
３ 地域福祉の推進 

「栃木県地域福祉支援計画（第４期）」に基づき、福祉活動の中核的役割を担う県・市町
社会福祉協議会の育成指導や民生委員に対する研修の充実、「地域共生社会」の実現に向け
た地域における支え合い活動の促進、成年後見制度の利用促進など、地域福祉の総合的推進
を図る。 

また、ひとにやさしいまちづくりを推進するため、「ひとにやさしいまちづくり推進協議
会」において推進方策等の検討を行うとともに、障害者、要介護者、難病患者、妊産婦等を
対象とした「おもいやり駐車スペース」の確保と利用証の交付を行い、歩行に配慮を要する
方の利便性の向上を図る。 

さらに、福祉業務従事者等を対象とした研修を実施するとともに、ケアラーへの支援に関
する施策の総合的かつ計画的な推進を図るほか、災害時の避難所等における二次被害を防ぐ
ため、県や福祉団体等から成るネットワークを通じた災害福祉支援体制の充実を図る。 

 
４ 生活困窮者対策 

住居確保給付金の円滑な支給や自立相談支援体制の強化、学習・生活支援事業や家計改善
支援事業の充実等による包括的な生活困窮者支援対策を推進するとともに、生活保護法に基
づき、健康で文化的な最低限度の生活を保障するため、保護を必要とする生活困窮者に対し
適正な保護の実施を図る。 

 
５ 県立病院の健全経営 

がん、リハビリテーション、精神の専門病院である県立３病院について、中期計画に基づ
き、県民のニーズに的確に対応できる機能の充実や保有する医療資源の効率的な運用を図り
ながら、経営全般にわたる改革を推進し、県民が求める政策医療や質の高い医療サービスを
提供していく。 



Ⅱ 保健福祉課事業体系図
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医療政策課 
 

Ⅰ 事務事業の執行方針 

 １ 保健医療の推進 
平成30(2018)年３月に策定された本県の保健医療に関する基本指針である「栃木県保健医療計

画（７期計画）」に掲げられた取組の着実な実行を図り、質の高い医療を効率的に提供する体制
を確保するとともに、保健・介護・福祉サービスと一体的に提供することによる、誰もが住み慣
れた地域において健康で、安心して暮らすことのできる環境づくりを目指す。また、地域の限ら
れた医療資源を有効に活用しながら、切れ目なく適切な医療の提供がなされる医療連携体制の構
築を図るため、「地域医療構想調整会議」や「医療・介護の体制整備に係る協議の場」で協議を
行いつつ、地域医療構想実現のための取組を推進する。 

    
 ２ 適正な医療提供体制の確保 

県民が医療サービスを適切に受けることができるよう、正確かつ適切な医療情報を提供すると
  ともに、患者又はその家族からの相談に適切に応じるよう医療安全相談センターを運営する。 
   また、医療を提供する体制の確保に関する重要事項を調査審議するため、医療審議会を開催す

る。 
 
 ３ 県民医療の確保・推進 

地域の初期医療体制の担い手である「かかりつけ医」の普及を図るとともに、それぞれの医療
機関の持つ機能の連携を強化し、一貫した効率的な医療提供体制の確立に努めるほか、公的病院
等が行う高度な医療施設・設備の整備に対し助成する。 

医師確保については、県内の公的病院等における医師不足に対応し、地域における医療提供体
制を維持するため、栃木県医療対策協議会及びとちぎ地域医療支援センターを軸に医師の養成、
招へい、定着に向けた様々な取組を推進する。 

へき地医療については、栃木県保健医療計画（７期計画）に基づき、へき地医療支援機構の企
画・調整の下にへき地の医療を確保する取組を実施するとともに、へき地医療拠点病院・へき地
診療所の運営に対して助成する。 

     また、在宅医療の推進については、人材の確保・育成、質の向上や、多職種間の情報共有等を
図り在宅医療連携体制の構築を推進するとともに、高齢者が望むより良い人生の最期を迎えるた
めに重要な人生の最終段階における医療・ケアの意思決定（ACP）について、理解促進を図るため
の県民向け啓発を行うほか、地域包括ケアシステムの推進に向けた医療・介護連携の促進を図る。 

   さらに、胎児期・分娩・新生児期の一貫した医療を提供するため、総合周産期母子医療センタ
  ー及び地域周産期医療機関の運営に対して助成するほか、周産期医療連携センターの母体や新生
  児の搬送･受入に係るコーディネート機能等を十分に活用し、周産期医療体制の充実を図る。 
      加えて、小児の高度専門医療の充実強化を図るため、獨協医科大学と自治医科大学のとちぎ子

ども医療センターの運営に対し助成する。 
 
 ４ 救急・災害医療体制の整備 

救急医療体制については、市町等との連携の下、救急医療情報システムの有効活用を図りなが
  ら、休日夜間急患センター等の初期救急、病院群輪番制等による二次救急、救命救急センターに
  よる三次救急の機能分化とそれぞれの運営の充実に努める。 
   また、救命率の向上や後遺症の軽減等に大きな効果があるドクターヘリを活用し、その機動性・
  迅速性を活かした救命医療を行うことで、救急医療の向上・充実を図る。 
   災害医療体制については、災害時における保健医療調整本部の設置や災害医療コーディネータ

ーの配置などにより、医療の専門的見地からの調整・判断が可能な体制の整備・充実に努める。 
   さらに、実質24時間化した子ども救急電話相談に加え、大人向け（概ね15歳以上の方を対象と

した）とちぎ救急医療電話相談にも取り組む。 
 
 ５ 看護職員等の養成・確保 

看護職員の養成や県内への定着促進を図るため、看護学生に対する修学資金の貸与等を行う
ほか、看護師等養成所の運営に対する助成・指導を行う。 

また、病院内保育所の運営に対する助成や新人看護職員研修事業や養成力向上に向けての支援
などにより離職防止対策を推進するとともに、ナースセンターにおいて看護職員の届出制度を普
及し、離職者への就職相談、就労あっせん、研修等を実施するほか、定年等看護職員（プラチナ
ナース）に対する就労支援を行うなど、再就業の一層の促進を図る。 

さらに、看護職員やその他の保健医療に関わる者の資質向上を図るため、看護教員や看護業務
従事者等に対する研修を推進するなど教育研修の充実に取り組む。 

 



Ⅱ 医療政策課事業体系図
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養 成 所 施 設 整 備

衛生福祉大学校の運営・整備
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小 児 救 急 医 療 対 策

救 急 医 療 の 総 合 的 推 進



高齢対策課 

Ⅰ 事務事業の執行方針 

  １  高齢者施策の総合的推進 

   「栃木県高齢者支援計画『はつらつプラン２１（八期計画）』」（県老人福祉計画と介護

保険事業支援計画を兼ねる）に基づき、「介護予防・日常生活支援の推進」や「在宅医療・

介護連携の推進」「認知症施策の推進」「介護人材の育成・確保」などの七つを柱に、市町

等との緊密な連携のもと、各種施策を総合的・計画的に推進する。 

  

 ２  生きがい施策の推進 

     高齢者の健やかで生きがいのある人生を支援し、社会参加を促進することにより活力ある

地域社会を築くため、シルバー大学校において、積極的に地域活動を実践する高齢者を養成

するとともに、県内各地域のシルバー人材センター及び老人クラブが実施する事業の活性化

を図る。 

   また、意欲のある高齢者が、地域社会の支え手として活躍する「生涯現役社会」の実現に

向け、「とちぎ生涯現役シニア応援センター（ぷらっと）」において、シニア世代の多岐に

わたる社会参加ニーズに係る相談対応や情報提供など、高齢者の社会参加活動への取組を促

進する。 

 

 ３  介護保険制度の推進 

制度の適正・円滑な運用を図るため、市町村の介護保険財政の安定的運営や介護予防事業

の効果的・効率的な取組等を支援するほか、市町村等に対する研修の開催や介護保険審査会

の運営を行う。 

また、介護サービスの質の向上を図るため、事業者に対する指導助言等を行う。 

さらに、地域包括ケアシステムの推進のため、中核となる地域包括支援センター職員の資

質向上や地域ケア会議の充実に向けた支援等を通して、その機能強化を図る。また、地域の

通いの場におけるフレイル予防も含め、介護予防に資する人材育成に取り組むとともに、多

様な生活支援サービス等の充実を目指し市町が設置する協議体や生活支援コーディネーター

の活動を支援することなどにより、地域住民や事業者、団体等の協働による地域における支

え合いを推進する。 

  

 ４ 認知症施策の推進 

      国の「認知症施策推進大綱」を踏まえ、認知症の人や家族の視点を重視しながら、認知症

への理解を深めるための普及・啓発の推進等、地域において総合的かつ継続的な支援体制を

確立し、認知症の人にやさしい地域づくりを推進していく。また、認知症疾患医療センター

を中心とした医療連携体制の充実や「もの忘れ・認知症相談医（とちぎオレンジドクター）」

の登録・周知、若年性認知症支援コーディネーターの配置等による若年性認知症への支援、

医療従事者や認知症初期集中支援チーム等に対する研修の実施など、認知症施策を総合的に

推進する。 

 



 ５ 介護施設の整備及び介護人材の育成・確保 

   「栃木県高齢者支援計画『はつらつプラン２１（八期計画）』」に基づき、地域医療介護

総合確保基金の活用等により特別養護老人ホームなどの介護サービス基盤の計画的な整備や

円滑な開設を支援する。 

  また、介護人材の育成・確保に向け、「参入促進」、「資質向上」、「労働環境・処遇改

善」を３本柱として関係団体等と連携協力し、総合的に推進する。 

 

 ６  旧軍関係恩給援護施策の推進 

     旧軍人軍属に係る恩給進達事務、各種特別給付金・特別弔慰金の裁定事務、戦傷病者・戦

没者遺族及び中国帰国者等に対する援護事務等を行う。 



Ⅱ 高齢対策課事業体系図

地域包括ケアシステム構築推進事業
地域包括ケア・介護予防の推進

地域包括ケアシステム人材育成事業

介 護 保 険 制 度 の 推 進
介 護 基 盤 整 備 事 業

介 護 予 防 市 町 村 総 合 支 援 事 業

介 護 人 材 参 入 促 進 事 業

介 護 人 材 資 質 向 上 事 業

軽 費 老 人 ホ ー ム 運 営 助 成

高 齢 者 施 策 の 総 合 的 推 進

老 人 ク ラ ブ 支 援 事 業

は つ ら つ と ち ぎ ２ １ 推 進 事 業

明 る い 長 寿 社 会 づ く り 推 進 機 構
事 業 費 補 助 金

シ ル バ ー 大 学 校 運 営 事 業学 ぶ 機 会 の 確 保

働 く 場 の 確 保 シ ル バ ー 人 材 セ ン タ ー 支 援 事 業

高 齢 者 支 援 計 画 策 定 等 事 業

老 人 週 間 事 業
広 報 ・ 普 及 啓 発

は つ ら つ プ ラ ン ２ １ の 推 進

生 き が い 施 策 の 推 進

生 涯 現 役 社 会 の 推 進

社 会 参 加 活 動 の 促 進

介 護 給 付 費 法 定 負 担 金

介 護 保 険 審 査 会 運 営 事 業

認 定 調 査 員 等 研 修 事 業

低 所 得 者 等 利 用 者 負 担 対 策 事 業

普 及 啓 発 等 事 業

制 度 の 円 滑 な 運 営

老 人 保 健 福 祉 施 設 整 備 助 成

介 護 サ ー ビ ス 基 盤 の 整 備

療 養 病 床 転 換 助 成

介 護 基 盤 整 備 等 助 成

サ ー ビ ス の 適 正 化
国 保 連 苦 情 処 理 業 務 助 成 費

介 護 給 付 適 正 化 推 進 事 業

低 所 得 者 保 険 料 軽 減 負 担 金

生 涯 現 役 応 援 事 業

安 定 し た 保 険 財 政 の 確 保

事 業 者 指 定 等 事 業

介 護 労 働 環 境 ・ 処 遇 改 善 事 業

介 護 人 材 の 育 成 ・ 確 保

軽 費 老 人 ホ ー ム の 運 営 助 成

地 域 支 援 事 業 交 付 金

介 護 保 険 財 政 安 定 化 基 金



旧 軍 人 軍 属 及 び そ の 遺 族 等 の
恩 給 援 護 施 策

認 知 症 施 策 の 推 進

認 知 症 普 及 啓 発 等 事 業

認 知 症 介 護 研 修 事 業

旧 軍 関 係 恩 給 援 護 施 策 の 推 進

認 知 症 医 療 対 策 事 業

市 町 認 知 症 施 策 推 進 事 業

旧 軍 恩 給 援 護 関 係 委 託 事 務

旧 軍 恩 給 援 護 関 係 県 単 事 務

総 合 的 な 認 知 症 対 策 の 推 進



健康増進課 
 

Ⅰ 事務事業の執行方針 
 
 １ 生活習慣病対策の推進 
   がん・脳卒中・心血管疾患・糖尿病など生活習慣病の予防等の普及啓発を図るとともに、市町

や医療機関・関係団体等と連携して、計画的かつ効果的な対策を実施する。 
死亡原因第１位であるがんについては、「栃木県がん対策推進条例」や「栃木県がん対策推進

計画（３期計画）」に基づき、「がんの予防及び早期発見」や「がん医療の充実」を図るととも
に、「がん患者やその家族を支えるための環境づくり」の推進に取り組む。 

また、脳卒中、心血管疾患については、「栃木県循環器病対策推進計画」、糖尿病については、
「栃木県保健医療計画（７期計画）」に基づき、発症予防及び重症化予防対策に加え、急性期か
ら維持期を通じて、医療やリハビリテーションなどが切れ目なく提供される体制の構築を図るな
ど、総合的な対策を推進する。 

 
 ２ 歯科保健対策の推進 

「栃木県口腔保健支援センター」を拠点として、「栃木県民の歯及び口腔の健康づくり推進条
例」や「栃木県歯科保健基本計画（２期計画）」に基づき、「とちぎ歯の健康センター」と連携
しながら、県民のライフステージに応じた歯科保健対策の強化や歯と口腔機能の衰え（オーラル
フレイル）の予防等に関する普及啓発、乳幼児や児童のむし歯予防対策の強化を推進する。 

また、歯科医療従事者等の資質の向上を図るとともに、障害者等の歯科健診、診療体制、医科
歯科連携及び在宅歯科医療の体制整備を推進する。 

 
３ アレルギー疾患対策の推進 

アレルギー疾患対策として、医療提供体制の整備や医療従事者に対する研修、県民への情報提
供等に取り組む。 

 
 

４ 難病対策・臓器移植の推進 
「難病の患者に対する医療等に関する法律」に基づく特定医療費及び「児童福祉法」に基づく

小児慢性特定疾病医療費の助成を実施するとともに、関係機関と調整の上、難病患者等に対する
総合的な支援体制の整備を図るほか、保健師や専門医等による訪問指導、難病相談支援センター
における各種相談会、在宅療養患者に対する支援及びピア・サポーターによるカウンセリングを
実施する。 

また、臓器移植に関する普及啓発等により移植医療の体制整備を図る。 
  
 
 ５ 健康長寿とちぎづくりの推進 

「健康長寿日本一とちぎ」の実現を目指し、食生活・運動・喫煙等の生活習慣の改善や生活習
慣病の発症予防と重症化予防、健康を支え守るための社会環境の整備を推進する。 

働く世代の生活習慣改善を効果的に推進するため、とちまる健康ポイント事業やとちぎ健康経
営事業所認定制度により、企業や事業所の健康づくりを支援する。また、部内関係各課と連携し
て「人生100年フレイル予防事業」に取り組み、市町が保健事業と介護予防を一体的に実施できる
よう支援する。このほか、とちぎ健康21プラン（２期計画）の最終評価や県民健康・栄養調査の
結果の解析などを通じたデータに基づく健康づくりを推進する。 

 
 
 



Ⅱ 健康増進課事業体系図

生 活 習 慣 病 総 合 予 防 対 策

歯 科 保 健 対 策

在 宅 歯 科 医 療 推 進 事 業

在 宅 歯 科 医 療 連 携 室 整 備 事 業

在 宅 歯 科 医 療 従 事 者 研 修 事 業

脳 卒 中 ・ 心 臓 病 等
総 合 支 援 セ ン タ ー 事 業

歯 科 衛 生 士 の 再 就 職 支 援 事 業

原 爆 被 爆 者 援 護 の 推 進 原 爆 被 爆 者 援 護 事 業
原 爆 被 爆 者 各 種 手 当 支 給 等

原 爆 被 爆 者 健 康 診 断 事 業

在宅歯科・障害者歯科医療協力医等
人 材 育 成 事 業

が ん 対 策 推 進 体 制 整 備 事 業

が ん 検 診 対 策 事 業

が ん 診 療 連 携 拠 点 病 院 整 備 事 業

AYA 世 代 等 の が ん 患 者 支 援 事 業

歯 科 保 健 推 進 協 力 事 業

８ ０ ２ ０ 運 動 推 進 事 業

障 害 者 歯 科 医 療 シ ス テ ム 整 備 事 業

歯 の 健 康 セ ン タ ー 事 業

歯 科 保 健 事 業

歯 科 保 健 推 進 協 力 交 付 金

生 活 習 慣 病 予 防 対 策 事 業

基 本 計 画 関 連 事 業歯及び口腔の健康づくり推進事業

ア レ ル ギ ー 疾 患 対 策 事 業

生 活 習 慣 病 重 症 化 予 防 事 業

生 活 習 慣 病 医 療 連 携 支 援 事 業

が ん 総 合 対 策 推 進 事 業

が ん 登 録 事 業

が ん 患 者 の 就 労 相 談 支 援 事 業

小 児 慢 性 特 定 疾 病 対 策 事 業
小 児 慢 性 特 定 疾 病 医 療 費 公 費 負 担

小 児 慢 性 特 定 疾 病 特 別 対 策 事 業
小 児 慢 性 特 定 疾 病 対 策 の 推 進

歯 科 保 健 普 及 啓 発 事 業



健 康 長 寿 と ち ぎ づ く り
県 民 運 動 推 進 事 業

生 活 習 慣 病 検 診 等 対 策 事 業

と ち ぎ 健 康 ２ １ プ ラ ン 推 進 協 議 会

と ち ぎ 健 康 ２ １ プ ラ ン 最 終 評 価
とちぎ健康２１プラン(２期計画)

推 進 事 業

と ち ぎ 健 康 経 営 事 業 所
認 定 制 度 推 進 事 業

特 定 健 診 ・ 特 定 保 健 指 導 推 進 事 業

健 康 増 進 事 業 補 助 事 業

地 域 ・ 職 域 連 携 推 進 事 業

健 康 づ く り 事 業 推 進 事 務

健 康 長 寿 と ち ぎ づ く り
県 民 運 動 推 進 事 業

健 康 長 寿 と ち ぎ づ く り の 推 進

専門的・広域的栄養相談等推進事業

食 生 活 改 善 環 境 整 備 事 業
地 域 の 食 と 健 康 づ く り 推 進 事 業

食 生 活 改 善 推 進 事 業

身 体 活 動 促 進 事 業
「 身 体 を 動 か そ う プ ロ ジ ェ ク ト 」
推 進 事 業

給 食 施 設 等 指 導 事 業

食 品 表 示 推 進 事 業

国 民 健 康 ・ 栄 養 調 査

栄 養 対 策 推 進 事 業

栄 養 対 策 事 業

県 民 健 康 ・ 栄 養 調 査

保 健 統 計 調 査保 健 統 計 調 査

一人ひとりの健康づくり推進事業

喫 煙 対 策 事 業

禁 煙 支 援 事 業

受 動 喫 煙 防 止 促 進 事 業

喫 煙 ・ 受 動 喫 煙 に よ る 健 康 影 響
普 及 啓 発 事 業

フ レ イ ル 予 防 啓 発 事 業

オーラルフレイル予防対策推進事業

低 栄 養 予 防 推 進 支 援 事 業

人 生 100 年 フ レ イ ル 予 防 事 業

と ち ま る 健 康 ポ イ ン ト 事 業

難 病 相 談 支 援 セ ン タ ー 事 業

臓 器 移 植 の 推 進

指 定 難 病 等 医 療 費 公 費 負 担

指 定 難 病 等 対 策 事 業難 病 対 策 の 推 進
難 病 患 者 地 域 支 援 対 策 推 進 事 業

臓 器 移 植 推 進 事 業臓 器 移 植 対 策 事 業



感染症対策課 
 

Ⅰ 事務事業の執行方針 
１ 感染症（新型コロナウイルス感染症を除く）対策の推進 

感染症の発生動向を踏まえた県民へ予防啓発、集団感染の予防と発生時の防疫対応、風しんや

ＨＩＶ等の抗体検査の実施など、感染症の発生予防・まん延防止に向けた各種対策を推進する。 

また、感染症指定医療機関による治療や結核患者に対する服薬支援など、患者に対する医療提

供体制の充実に取り組む。 

  

２ 新型コロナウイルス感染症対策の推進 
   新型コロナウイルス感染症については、特段の事情が生じない限り、５月８日から感染症法上

の新型インフルエンザ等感染症に該当しないものとし、５類感染症に位置づけられることが決定

したことから、本県における位置づけ変更への対応の基本方針「コロナ・新ステージへの取組」

（R５.３.15 県コロナ対策本部決定）に基づき、行政の関与を前提とすることなく幅広い医療機

関で自律的に対応する体制に移行するとともに、これまで実施してきた政策・措置の見直しを段

階的に進めていく。 

新型コロナワクチンの接種については、特例臨時接種の実施主体である市町の支援に取り組む

とともに、令和６年度以降の定期接種化を見据え、個別接種への円滑な移行を推進する。また、

ワクチンの有効性及び安全性に関する情報発信を通じてワクチン接種に対する県民理解を促す。 

 

３ 新興感染症の発生及びまん延に備えた対策の推進 

  新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、県民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそ

れがある感染症の発生及びまん延に備えるため、栃木県感染症予防計画を全面的に改訂するなど、

関係機関との協定締結による入院・外来医療提供体制、病原体の検査実施体制、患者の移送体制、

保健所体制等の強化等に取り組む。 

（１） 都道府県連携協議会の設置 

保健所設置市である宇都宮市、感染症指定医療機関、診療に関する学識経験者の団体、消防

機関その他関係機関（高齢者施設等の関係団体等）からなる「都道府県連携協議会」を新たに

組織し、入院調整の方法や医療人材の確保、保健所体制、検査体制等について議論・協議する

など、新興感染症の発生・まん延に備えた栃木県感染症予防計画を策定するとともに、計画に

基づく取組状況を定期的に報告、相互に進捗状況を確認するなど、平時から関係者間の連携強

化及び綿密な準備等を通じ、新興感染症の発生・まん延時における機動的な対策の実施を図る。 

（２） 栃木県感染症予防計画の策定 

平時からの備えを確実に推進するため、国の基本指針に基づき、栃木県感染症予防計画の記

載事項に新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえた項目を追加（検査実施体制、患者移送

体制、医療提供体制、自宅・宿泊療養体制、人材育成、保健所体制等）するとともに、病床・

外来・往診等・後方支援・医療人材・検査能力・宿泊療養施設等の確保に係る目標を数値化し、

毎年度確保状況の進捗について公表する。 

（３） 医療措置協定 

新興感染症の発生・まん延時における医療提供体制等を確保するため、地域毎の協議の場に

おいて課題等を踏まえた感染症医療と通常医療の役割分担を確認するなど、地域における医療

関係者の連携強化を図るとともに、役割分担に基づいて県と医療機関が協定を締結することに

より、必要な病床数や発熱外来等を確保し、新興感染症の発生・まん延時に確実に医療を提供

できる体制の構築に取り組む。 

  

４ 肝炎対策の推進 
   ウイルス性肝炎の早期発見と治療による重症化予防を促進するため、検査の受検勧奨と陽性者

へのフォローアップの推進、肝疾患診療連携拠点病院を中心とした肝炎治療の促進・医療水準の

向上を図るなど、「栃木県肝炎対策推進計画（３期計画）」に基づき、総合的な対策を推進する。 

   また、肝炎ウイルスに起因する肝がん・重度肝硬変について、患者の医療費の負担を軽減しな

がら臨床データを収集し、国と連携して治療研究を促進する。 



Ⅱ 感染症対策課事業体系図

肝 炎 対 策 肝 炎 対 策 事 業

結 核 患 者 管 理 事 業
結 核 対 策 事 業

肝 炎 対 策 事 業

肝 炎 対 策 特 別 推 進 事 業

肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業

感 染 症 対 策 事 業

感 染 症 医 療 費 公 費 負 担

感 染 症 予 防 対 策 受 託 事 業

感 染 症 予 防 事 業

ハ ン セ ン 病 対 策 事 業

新型コロナウイルス感染症検査体制整備事業

新型コロナウイルス感染症対応力強化事業

感 染 症 対 策 事 業 予 防 接 種 指 導 事 業

麻 し ん ・ 風 し ん 対 策 強 化 事 業

予 防 接 種 事 故 対 策 事 業

感 染 症 指 定 医 療 機 関 支 援 等 事 業

感 染 症 対 策 エ イ ズ ・ 性 感 染 症 対 策 事 業

新型コロナウイルス感染症対策
新型コロナウイルス感染症対策
推 進 事 業

感 染 防 止 対 策 調 査 事 業

結 核 対 策 特 別 促 進 事 業

結 核 医 療 費 公 費 負 担

結 核 予 防 助 成 事 業

実 施 体 制 整 備 事 業

情 報 提 供 ・ 共 有 関 係 事 業
新型インフルエンザ対策推進事業

予 防 ・ ま ん 延 防 止 対 策 事 業

医 療 対 策 事 業

新型コロナウイルス感染症対策推進事業

新型コロナウイルス感染症医療提供体制整備事業

新型コロナウイルスワクチン接種体制整備事業



 
障害福祉課 

 

Ⅰ 事務事業の執行方針 
 
 １ 障害福祉施策の総合的・計画的推進 

「障害者の自立と社会参加」を実現するため、「とちぎ障害者プラン21（2021～2023）」に基づ
き、「とちぎで安全に安心して暮らすために」「とちぎで自分らしく、いきいきと生活するために」
「共に生きるとちぎをつくるために」を施策の基本的方向として、幅広い障害福祉施策を総合的・
計画的に推進する。 

また、障害を理由とする差別の解消や障害の特性に応じたコミュニケーション手段の利用の促進
をはじめ、合理的配慮の浸透・定着を図るため、障害者支援施策の充実及び障害者差別対応指針や
ヘルプマークの普及啓発等を行うとともに、障害者権利擁護センターにおいて関係機関等の協力体
制の整備や支援体制の強化を図り、障害者虐待防止に努めていく。 
さらに、障害者の日常生活や社会生活を支えるために「栃木県障害福祉計画（第６期計画）・栃

木県障害児福祉計画（第２期計画）」に基づき、障害児・者に対する福祉サービスの地域格差の是
正及び充実等を図るとともに、自立支援医療、補装具を含めた自立支援給付の円滑な支給及び地域
生活支援事業の実施について市町との連携に努め、地域移行や就労支援の推進を図っていく。 

    
 ２ 障害者の自立の促進 

障害者が自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、障害者相談支援協働コーディネ
ーターの活用や、ケアマネジメント推進事業などの研修事業を通じて人材の育成・確保に努め、相
談支援の質の向上を図るとともに、市町の基幹相談支援センター設置への取組を支援する。 

また、栃木県子ども若者・ひきこもり総合相談センター（ポラリス☆とちぎ）や障害者総合相談
所、発達障害者支援センター（ふぉーゆう）、高次脳機能障害支援拠点機関、障害者就業・生活支
援センターを運営し、専門性の高い相談支援事業を実施するとともに、（地独）栃木県立リハビリ
テーションセンターにおいて利用者本位のきめ細かなサービスの提供を行っていく。 

特に、ひきこもりについては市町への出張相談、発達障害については、発達障害者相談支援サポ
-ターの養成や発達障害支援アドバイザーの派遣などにより身近な地域における相談支援体制の構
築を図っていく。 

 
 ３ 障害者の安全で安心な暮らしの実現 

障害者がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、
障害福祉サービス事業所等における適切な支援の実施に努める。 

また、重度心身障害者医療費の助成とともに、各種手当の支給などの経済的支援を行う。 
さらに、医療的ケア児が在宅で安心して暮らすことができる環境を整えるため、栃木県医療的ケ

ア児等支援センター（くくるん）の運営やレスパイト体制の充実、支援人材の育成を図っていく。 
 
 ４ 障害者の社会参加の促進 

働きたいと考える障害者の就労を支援するため、障害者就業・生活支援センター事業や就労移行
・定着支援機能強化事業により一般企業等への就労移行・定着を促進するとともに、「とちぎナイ
スハートプラン（2021～2023）」に基づき、農福連携や障害者優先調達等の推進により、障害者就
労支援事業所で働く障害者の工賃の向上を図る。 

また、昨年10月に本県で開催した「いちご一会とちぎ大会」のレガシーを継承し、障害者スポー
ツの育成・強化策を次につなげるとともに、大会を契機として深まった障害及び障害者への理解を
共生社会の実現につなげていく。 

さらに、障害者の自主的な社会活動を育成、支援するとともに、とちぎ視聴覚障害者情報センタ
ーや障害者ICTサポートセンターの運営、障害者文化祭の開催、芸術活動の支援等を通じて、地域
における自立と社会参加を一層促進する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 ５ 精神保健福祉対策の推進 
精神障害者に対して、その人権に配慮した適正な医療を確保するため、精神医療審査会による審

査や精神科病院の指導を行うとともに、緊急に医療を必要とする精神障害者に対する精神科救急医
療システムを適切に運用し、精神科救急情報センターにおける精神医療相談及び民間精神科病院の
輪番による患者受入の充実を図る。 

また、相談拠点機関や専門医療機関を設置することにより、アルコール・ギャンブル等の依存症
対策を推進するほか、「いのち支える栃木県自殺対策計画」に基づき、関係機関・団体の役割分担
及び相互連携の下、自殺者数の減少傾向を持続できるよう総合的な自殺対策を継続して推進すると
ともに、若年層への対策を強化する。 

さらに、精神障害者や精神保健（メンタルヘルス）上の課題を抱えた者等が地域の一員として、
安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、関係機関との連携やピアサポートの活用、人
材育成を行い、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を図る。 
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こども政策課 

Ⅰ 事務事業の執行方針 
 
 １ 子ども・子育て支援施策の総合的な推進 

「とちぎの子ども・子育て支援条例」の基本理念を踏まえ、令和２年３月に策定した「とちぎ子ども
・子育て支援プラン（２期計画）」に基づき、県民が安心して子どもを生み、育てることができ、子ど
もが健やかに成長することができる社会の実現を目指して、総合的かつ計画的に子ども・子育て支援に
取り組む。 

また、県民総ぐるみで子ども・子育て支援に取り組んでいく気運の醸成を図るため、県、市町、県内
の各種団体で構成する「とちぎ未来クラブ」を中心に、少子化や子育て支援に関する意識の啓発を行う。 

 
  

２ 母子保健医療体制の充実 
全ての母親等が社会的に孤立することなく、地域全体で子育てを支えられているということを実感で

きる支援体制の充実を図る「ようこそ赤ちゃん！支え愛事業」をはじめ、全ての妊産婦及び乳幼児が、
健康で不安なく生活できるよう、市町や関係機関等と連携して、妊娠・出産、子育ての切れ目ない支援
を推進していく。こども医療費については、医療費適正化に向けた市町の取組のほか、県制度拡充によ
る財源を活用した新たな子育て支援の取組等を市町間で共有し、少子化対策のさらなる推進に取り組む。 

また、学童期以降の様々な心の問題を持つ子どもを早期に発見し、保護者や関係者が安定して子ども
に対応することができるよう、広域健康福祉センターにおける子どもの心の相談支援体制の強化を図る
とともに、にんしんＳＯＳとちぎを活用し、予期せぬ妊娠や思春期の性に関する相談支援体制等の充実
を図る。 

さらに、不妊症や不育症に悩む夫婦等が増加していることから、不妊症・不育症の方への相談支援の
充実を図るとともに、青年期の若者に対する妊娠・出産などの医学的な情報の提供を県内の各大学等で
実施していく。 

 
 ３ 地域における子ども・子育て支援の充実 

各市町の教育・保育の需要量と供給量を集計した「教育・保育の提供に係る区域における量の見込み
及び提供体制」に基づき、市町と連携を図りながら、国の交付金や補助金等を活用した保育所整備等を
促進するとともに、教育・保育施設の適切な運営を確保していく。 

また、関係機関と連携を図りながら、保育教諭、幼稚園教諭、保育士の確保を図るとともに、地域の
ニーズに応じた子育て支援を充実させるため、その担い手となる子育て支援員等の確保を図るほか、研
修等の実施による教育・保育の質の向上を図っていく。 

さらに、延長保育や病児保育、一時預かり事業など、多様な保育サービスの充実を促進するとともに、
幼児教育・保育の無償化や多子世帯における経済的負担の軽減を図るほか、市町が設置する、妊娠期か
ら子育て期にわたる総合的な相談や支援を行う「子育て世代包括支援センター」や子どもやその家庭等
を対象に情報の提供、相談、指導等必要な支援や、関係機関間の連絡調整等を行う子ども家庭総合支援
拠点を支援することなどにより、妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援体制等の充実を図る。 

 
 ４ 援護を必要とする子ども等への支援  

深刻化する児童虐待に対応するため、児童相談所の体制強化を進めるとともに、市町が設置する要保
護児童対策地域協議会の円滑な運営や乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業などの取組を支援する
ほか、児童家庭支援センターと連携し、児童虐待の早期発見・早期対応及び未然防止を図っていく。 

また、児童虐待を行った保護者に対して高度なカウンセリングや親学習プログラムの実施などを通じ
て、再発防止を図るとともに、児童虐待の世代間連鎖を防止するため、要支援児童や施設入所児童への
支援の充実を図っていく。 

令和２年３月に策定した「栃木県社会的養育推進計画」（「とちぎ子ども・子育て支援プラン（２期
計画）別冊」）に基づき、子どもの権利保障と家庭養育優先原則を実現するため、子どもの権利擁護の
推進、子ども家庭支援体制の強化、栃木フォスタリングセンターによる里親制度の普及啓発やリクルー
ト、委託後の養育支援等の充実強化、乳児院・児童養護施設の小規模化・多機能化等の促進、社会的養
護自立支援の充実、児童相談所の強化を図る。 

    
 
 
 ５ 子育て家庭等の生活の安定と自立への支援 

ひとり親家庭等の生活の安定のために、相談機能等の充実を図り、「母子家庭等就業・自立支援セン
ター事業」や「母子家庭等自立支援給付金事業」等による就業支援を中心に、児童扶養手当の支給やひ
とり親家庭医療費助成、母子父子寡婦福祉資金の貸付による経済的支援、日常生活支援事業等の子育て
・生活支援等によりひとり親家庭等の自立を総合的に支援していく。 

また、貧困の連鎖を断ち切り、すべての子どもが夢や希望を持てる社会づくりを推進するため、適切
な支援が包括的かつ早期に講じられるよう、関係機関等と連携しながら子どもの貧困対策を総合的に推
進していく。 

さらに、ヤングケアラーについては、昨年度実施した実態調査の結果等を踏まえ、関係機関を対象と
した研修、県民への普及啓発、ヤングケアラー家庭への家事支援などに取り組んでいく。 



Ⅱ こども政策課事業体系図

教 育 ・ 保 育 の 提 供 体 制 の 整 備
教 育 ・ 保 育 等 の
提 供 計 画 等 の 策 定

教育・保育施設の適切な運営の確保

教 育 ・ 保 育 従 事 者 の 確 保

地域子ども・子育て支援事業の推進

教育・保育の更なる充実を図る
ための多様なサービス等の支援

教育・保育サービス等の確保・充実

妊娠期から子育て期までの切れ目ない
支 援 体 制 等 の 充 実

妊 産 婦 ・ 乳 幼 児 へ の
保 健 医 療 対 策 の 充 実

乳幼児の健やかな成長・発達の支援

妊 産 婦 の 健 康 保 持

地域における子ども・子育ての支援
教育・保育従事者の確 保と
教 育 ・ 保 育 の 質 の 向 上

教 育 ・ 保 育 の 質 の 向 上

妊娠期からの児童虐待防止の促進

子どもの心の健康を維持するための
体 制 整 備

母 子 保 健 医 療 体 制 の 充 実
学 童 期 ・ 思 春 期 か ら の
保 健 対 策 の 推 進

思春期の健康づくりと相談体制の充実

子 ど も の 成 長 ・ 発 達 を 支 援 す る
従 事 者 の 資 質 の 向 上健やかな成長・発達のための

関 係 機 関 と の 連 携 強 化
関 係 機 関 の 連 携 強 化

子ども・子育て支援プランの推進 子ども・子育て支援プランの推進

少子化や子育て支援に関する意識啓発
子ども・子育て支援施策の総合的な推進

子ども・子育て支援に取り組む
気 運 の 醸 成 県民総ぐるみでの子ども・子育て支援

の 気 運 の 醸 成



養 育 費 確 保 に 向 け た 支 援 の 実 施

経 済 的 支 援 の 実 施
子 育 て 家 庭 等 の 生 活 の 安 定 と

自 立 へ の 支 援
教育、生活の安定、保護者に対する就
労 、
経 済 的 支 援 の 充 実子 ど も の 貧 困 対 策 の 推 進
関 係 機 関 等 と の 連 携 の 強 化

社 会 的 養 護 自 立 支 援 の 推 進

児 童 相 談 所 の 強 化

相 談 機 能 の 強 化

子 育 て ・ 生 活 支 援 の 強 化

ひとり親家庭等の自立支援の推進 就 業 支 援 対 策 の 実 施

児童虐待による死亡事例等の検証によ
る 再 発 防 止 の 促 進

援護を必要とする子ども等への支援 子 ど も の 権 利 擁 護 の 推 進

子 ど も 家 庭 支 援 体 制 の 強 化

里 親 等 へ の 委 託 の 推 進
社 会 的 養 育 体 制 の 充 実

乳 児 院 ・ 児 童 養 護 施 設 の
小 規 模 化 ・ 多 機 能 化 等 の 推 進

児 童 虐 待 防 止 対 策 の 充 実 関 係 機 関 の 連 携 強 化

児 童 相 談 所 の 体 制 強 化



生活衛生課 
 

Ⅰ 事務事業の執行方針 
 １ 食品衛生の確保 

食品の製造技術の高度化、食品流通の広域化・国際化等に伴い、食品事故も大規模化かつ

広域化、複雑化する傾向にある中、食中毒をはじめ、食品添加物の使用基準違反などを未然

に防止し、県内で生産・製造・加工又は販売される食品の安全性と信頼性を確保するため、

計画的かつ効果的な監視指導及び試験検査の実施に努める。 
また、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の定着促進や、栃木県食品自主衛生管理認証制度（と

ちぎＨＡＣＣＰ）の推進及び民間活力の活用等により食品事業者の自主衛生管理を徹底し、

食品衛生の向上を図る。 
   さらに、広域流通食品等を原因とする食中毒事案等については、国が設置する広域連携協

議会への協力や関係自治体との密接な連携を図り、適切かつ迅速に対応する。 
 
 ２ 食品の安全性確保 

 本県の食の安全・安心の確保に関する基本的な計画「とちぎ食の安全・安心・信頼性の確

保に関する基本計画（４期計画）」に基づき、各種施策を総合的かつ計画的に推進して、安

全で安心な食生活を確保する。特に、食品添加物や食中毒対策等県民の関心の高い食品の安

全性に係るテーマを取上げ、専門家による講演会や意見交換会の開催などにより、正しい理

解の促進を図り、消費者の不安払拭に向けた取組を推進する。 
 また、食品関連事業者を対象とした食品表示に係る監視指導等を実施し、適正な食品表示

の促進を図る。 
  

 ３ 食肉衛生の確保  
   食肉の安全性に対する消費者の関心が高まる中、より安全で衛生的な食肉を提供すること 

を目的として、と畜検査体制やと畜場及び食鳥処理場の監視・指導体制、食肉の試験検査体

制を充実強化することにより、食肉衛生の推進を図る。 
   また、とちぎ食肉センターにおける食肉の輸出事業が円滑に推進されるよう、国と連携を

図りながら適切な指導及び助言を行う。 
 
 ４ 生活衛生の充実強化 

県民の日常生活に欠くことのできない理・美容業、クリーニング業等生活衛生関係営業の 

  衛生水準の維持向上を図るため、監視指導を充実強化するとともに、生活衛生関係営業の経 

  営の健全化を図るため、（公財）栃木県生活衛生営業指導センターに対する支援と各生活衛 

  生同業組合の育成指導を推進する。 
 また、デパート、ホテル等多数の人が利用する特定建築物の衛生的な環境の確保を図るた 

め、監視指導を充実強化するとともに、（公社）栃木県ビルメンテナンス協会等の育成指導

を推進する。 
 
 ５ 動物愛護・管理対策の推進 

 「栃木県動物愛護管理推進計画」に基づき、動物愛護指導センターを中心に、各市町、関

係機関、関係団体と連携して「人と動物の共生する社会」の実現に向けて「犬及び猫の殺処

分ゼロ」を目指し、動物の愛護及び管理に関する取組の推進、適正飼養の推進、命をつなぐ

取組の推進、災害対策の充実を重点施策として各種取組を実施する。 
 
 ６ 水道の基盤の強化 
   水道未普及地域の解消、水道施設の適正・適切な維持管理の推進、災害対策の充実を図り、 

  安全で安定した水道水の供給を推進する。 
また、水道法の趣旨を踏まえ、本県における市町等の水道事業が将来にわたり安全な水の

安定供給を維持するための水道の基盤の強化に向け、助言・調整を行う。 



Ⅱ 生活衛生課事業体系図

ね ず み ・ 衛 生 害 虫 の 防 除 等 相 談

生 活 衛 生 営 業 助 成 事 業

遊 泳 用 プ ー ル の 衛 生 管 理 指 導

特 定 建 築 物 の 監 視 指 導 及 び
ビ ル 管 理 業 者 の 登 録

レ ジ オ ネ ラ 症 防 止 対 策

生 活 衛 生 管 理 指 導 事 業

生活衛生関係営業指導対策の推進

公 衆 浴 場 設 備 整 備 補 助

生 活 衛 生 営 業 振 興 事 業

公 衆 浴 場 振 興 計 画 補 助

墓 地 等 の 経 営 許 可 及 び 指 導

経 営 特 別 相 談 員 養 成 事 業

住宅宿泊事業の届出相談及び指導

生活衛生営業指導センターに対する補助

生活衛生営業指導センターに対する補助

生活衛生関係営業対策事業費補助事業

生 活 衛 生 営 業 指 導 事 業

公 衆 浴 場 審 議 会 の 運 営

ク リ ー ニ ン グ 師 試 験 の 実 施 及 び
ク リ ー ニ ン グ 師 免 許 の 交 付

生活衛生関係営業の指導及び監視

生 活 衛 生 関 係 営 業 指 導 セ ン タ ー
に 対 す る 事 業 委 託

食 品 衛 生 指 導

試 験 検 査 備 品 整 備

試 験 検 査 の 信 頼 性 確 保

健 康 危 機 管 理 対 策

食 品 衛 生 指 導 事 業
食 品 衛 生 推 進 事 業

食 品 表 示 適 正 化 の 推 進

食 品 衛 生 確 保 の 推 進

調理師等試験及び免許に係る事務

カ ネ ミ 油 症 患 者 調 査 事 業

食 肉 衛 生 検 査

食 肉 輸 出 に 係 る 指 導 及 び 検 証

と ち ぎ 食 の 安 全 HACCP 推 進
プ ロ ジ ェ ク ト 事 業

食 品 衛 生 民 間 活 力 活 性 化 事 業

食 肉 衛 生 検 査 事 業

食 品 安 全 推 進 事 業食 品 の 安 全 性 確 保 の 推 進
総 合 的 な 食 品 安 全 行 政 の 推 進

食 品 の 安 全 性 に 関 す る 理 解 促 進



生活基盤施設耐震化等に対する補助

動 物 愛 護 ・ 管 理 対 策 の 推 進

水 道 施 設 等 維 持 管 理 指 導
水 道 指 導 事 業

生活基盤施設耐震化等補助事業

水 道 の 普 及 促 進

動 物 愛 護 の 普 及 啓 発 活 動 の 推 進

負傷動物の診断・治療等及び調査研究

施 設 の 維 持 管 理 及 び 運 営 等

水 道 整 備 指 導

狂 犬 病 予 防 事 業

動物愛護指導センター運営事業

協議会の開催運営及び動物愛護推進員
の 活 動 支 援

動 物 管 理 指 導 事 業

栃 木 県 動 物 愛 護 管 理 推 進 計 画

狂 犬 病 予 防 の 促 進

動 物 の 適 正 な 飼 養 管 理 指 導

愛 玩 動 物 看 護 師 養 成 所 の 指 定 等

動 物 愛 護 管 理 業 務

動 物 取 扱 業 者 等 指 導

動 物 愛 護 普 及 啓 発



薬務課 

 

Ⅰ 事務事業の執行方針 

 

 １ 医薬品等の安全対策と適正使用の推進 

医薬品等製造業者、薬局及び医薬品等販売業者等に対する監視指導を強化し、併せて

収去検査を実施するなど、医薬品等の品質、有効性及び安全性の確保を図るとともに、

無承認無許可医薬品や偽造医薬品の流通を未然に防止するため、買上げ調査やインター

ネット広告監視等を実施し、県民の健康被害の発生防止を図る。 

また、患者の服薬情報の一元的・継続的把握と薬学的管理・指導はもとより、地域包

括ケアシステムの下で医療機関等と連携し、患者からの様々なニーズに対応できる「か

かりつけ薬局」、その基本的機能に加えて地域住民の主体的な健康づくりを積極的に支

援する「健康サポート薬局」、及び今後ニーズが増大する在宅医療やがんなど高度な薬

学的管理に対応できる「認定薬局」の普及を推進し、薬局機能の充実強化を図る。 

さらに、災害時に医薬品や医療機器等を円滑かつ適切に供給できる体制を充実すると

ともに、毒劇物による事故発生の未然防止や、事故発生時の適正な対応等、危機管理体

制の整備を推進するほか、医療費適正化等を踏まえた後発医薬品の安心使用を促進する。 
      

 ２ 血液対策の推進 

   少子化等の影響により若年層の献血者数が減少している中、将来に亘り安定的に血液を確

保するため、献血推進協議会及び関係機関との緊密な連携のもと、若年層を中心とした献血

思想の啓発、複数回献血の推進並びに献血組織の育成・強化を図る。 

   また、栃木県合同輸血療法委員会を開催し、血液製剤の適正使用を推進する。 
 

 ３ 骨髄バンク事業の推進 

   骨髄バンク登録事業の推進を図るため、骨髄バンクドナー登録説明員（ボランティア）を

養成し、骨髄等提供希望者（ドナー）の確保を図る。 

   また、関係機関及び関係団体と連携しながら、骨髄等移植及び骨髄バンク事業について広

く県民に普及啓発を図る。 

さらに、骨髄バンクを活用した骨髄等の提供者（ドナー）や、ドナーが勤務する事業所へ

の補助を行う市町に対して助成を行い、ドナーが骨髄等を提供しやすい環境づくりを推進す

る。 
 

 ４ 麻薬取締等の推進 

「薬物の濫用の防止に関する条例」に基づく基本計画である「とちぎ薬物乱用防止推進プ

ラン（２期計画）」により、覚醒剤や大麻等の薬物乱用防止の教育や、薬物に関する相談体

制の充実、監視指導及び取締の強化を図るとともに、薬物依存症からの回復を支援するため

の事業を実施するなど、総合的な薬物乱用対策を推進する。 
 

 ５ 温泉の保護と適正利用の推進 

   大型動力装置による揚湯量の増加や可燃性天然ガスによる事故、地熱発電を目的とした掘

削等温泉をとりまく環境が大きく変化している中で、貴重な資源である温泉を保護するため

の各種調査を実施するとともに、温泉利用の適正化を図るための普及啓発や硫化水素ガスに

よる健康被害などの防止を図る。 



Ⅱ 薬務課事業体系図

栃 木 県 献 血 推 進 協 議 会 の 開 催

献 血 思 想 の 普 及 啓 発

献 血 組 織 の 育 成 ・ 強 化
献 血 推 進 事 業

血 液 製 剤 使 用 適 正 化 の 推 進

血 液 対 策 の 推 進

薬 事 許 可 事 務 及 び 監 視 指 導

栃 木 県 地 方 薬 事 審 議 会 の 開 催

研 修 会 ・ 講 習 会 の 開 催

医薬品FD申請審査システムの運用

薬 事 指 導

医薬品等の安全対策と適正使用の推進

か か り つ け 薬 局 推 進 事 業 薬 局 機 能 情 報 の 提 供

患者のための薬局ビジョン推進事業

イ ン タ ー ネ ッ ト 広 告 監 視

健 康 食 品 等 啓 発 、 買 上 調 査

薬 剤 師 会 薬 事 推 進 事 業

医 薬 品 等 試 験 検 査 の 実 施

医 薬 品 等 検 査 機 器 の 保 守 管 理

薬 用 植 物 の 正 し い 知 識 の 啓 発

医 薬 品 等 安 全 対 策

登 録 販 売 者 管 理 事 業

薬局等業許可管理システムの運用

毒 物 劇 物 登 録 事 務 ・ 監 視 指 導

毒 物 劇 物 取 扱 者 試 験

衛 生 材 料 の 備 蓄

医 薬 分 業 普 及 啓 発

毒 物 劇 物 登 録 等 事 業

医 薬 品 等 委 託 事 務

家庭用品による健康被害調査・指導

医 薬 品 等 検 定 検 査 事 務

薬 事 経 済 調 査

後 発 医 薬 品 安 心 使 用 促 進 事 業

医 療 機 関 用 医 薬 品 等 の 備 蓄
災 害 用 医 薬 品 等 備 蓄 対 策

薬 剤 師 の 在 宅 業 務 推 進 事 業

在宅医療における多職種連携による
オ ー ラ ル フ レ イ ル 予 防 推 進 事 業

訪 問 薬 剤 管 理 指 導 支 援 事 業



温 泉 の 適 正 利 用 の 普 及 啓 発

薬 物 再 乱 用 防 止 教 育 事 業

栃 木 県 薬 物 指 定 審 査 会

危 険 ド ラ ッ グ 対 策

ネ ッ ト 犯 罪 捜 査

ダ メ ❤ ゼ ッ 隊 活 動

危 険 ド ラ ッ グ 啓 発

危 険 ド ラ ッ グ 検 査

栃木県環境審議会温泉部会等の開催

温 泉 許 可 指 導
許 可 申 請 に 対 す る 調 査

温 泉 の 保 護 、 適 正 利 用 に 関 す る
調 査 ・ 指 導

相 談 窓 口 事 業

薬 物 乱 用 防 止 啓 発 演 劇 事 業薬 物 乱 用 対 策

薬 物 乱 用 対 策 推 進 本 部 会

国 有 ワ ク チ ン 供 給

温 泉 の 保 護 と 適 正 利 用 の 推 進

再 犯 防 止 対 策

ネ ッ ト ワ ー ク 構 築 事 業

再 犯 防 止 総 合 支 援 事 業

薬 物 依 存 症 対 策

麻 薬 取 締 等 の 推 進

刑 務 所 出 所 者 等 の 家 族 に 対 す る
支 援 事 業

栃木県薬物依存症対策推進委員会の設置

薬物乱用防止巡回パトロール事業

経 過 観 察 指 導 事 業

社 会 復 帰 支 援 事 業

家 族 会 事 業

不 正 大 麻 ・ け し 撲 滅 運 動 、 麻 薬 ・
覚 醒 剤 ・ 大 麻 乱 用 防 止 運 動 の 推 進

麻 薬 監 視 シ ス テ ム 保 守

薬 物 乱 用 防 止 指 導 員 の 設 置

啓 発 活 動 の 資 材 作 成

麻 薬 取 締 指 導

骨 髄 バ ン ク 事 業 の 推 進

栃 木 県 骨 髄 バ ン ク 事 業
推 進 連 絡 協 議 会 の 開 催

骨 髄 等 提 供 希 望 者 登 録 の 推 進

骨髄バンク事業功労者感謝状の贈呈
骨 髄 バ ン ク 事 業 対 策

骨 髄 バ ン ク ド ナ ー 助 成 事 業

薬 物 犯 罪 捜 査麻 薬 捜 査

麻 薬 ・ 覚 醒 剤 等 免 許 事 務 及 び
取 扱 施 設 の 立 入 検 査 指 導



国保医療課 

 

Ⅰ 事務事業の執行方針 

 

１ 国民健康保険事業の円滑な運営 

国民健康保険の保険者として、「栃木県国民健康保険運営方針」に基づき、市町と一体となっ

て、安定的な財政運営並びに市町の国民健康保険事業の広域的及び効率的な運営の推進を図る。

 財政運営に当たっては、保険給付費の執行見込みの把握、公費の交付日等の情報収集等により、

県及び市町の堅実な支払資金を確保するとともに、国民健康保険財政安定化基金を活用し、医療

給付費の増加や保険税収納不足により財源不足となった市町へ貸付・交付等を行う。 

さらに、県版保険者努力支援制度により市町の保健事業等の取組を促進するほか、保険税の軽

減を行っている市町へ国民健康保険基盤安定負担金を交付し、国保財政の収支改善を支援する。 

また、国保事業の適正且つ安定的な運営のため、市町保険者、国保組合及び国民健康保険団体

連合会に対し、適切な指導監督を行う。加えて、市町とともに、収納率の向上や保険給付の適正

化、国保データベース等を活用した保健事業による医療費の適正化などの取組を推進する。 

   なお、審査請求の対象となる個々の処分が法律・制度に基づいて正しく行われたものであるか

を審理し裁決するため、国民健康保険審査会を運営する。 

 

 ２ 後期高齢者医療対策の推進 

後期高齢者医療制度の円滑な運営を図るため、栃木県後期高齢者医療広域連合、市町等に対し、

必要な助言等を行うほか、医療給付に係る苦情・相談等への対応を行う。 

また、後期高齢者医療財政の安定した運営を図るため、保険料軽減に要する経費、後期高齢者

医療給付費、高額医療費の一部を負担する。 

さらに、後期高齢者医療制度における財政の安定化や保険料率の増加の抑制を図るため、後期

高齢者医療財政安定化基金により広域連合への交付・貸付を行う。 

 

 ３ 医療費適正化の推進 

医療費適正化を総合的かつ計画的に推進するため、「栃木県医療費適正化計画（３期計画）」

に基づき、目標達成のための取組を推進するとともに、施策目標の達成状況等について進捗状況

の管理を行う 。 

  また、医療費の更なる適正化に向けて、国の定める医療費適正化基本方針に基づき、「栃木県

医療費適正化計画（４期計画）」を策定する。 

さらに、県内の全保険者が参画する保険者協議会の運営等を通じて、レセプト等のデータを活

用しながら、各保険者の連携・協力による効果的な保健事業等を推進する。 

 

 ４ 保険診療等の適正化対策の推進 

    保険診療等の適正を期するため、関係機関と連携して、保険医療機関等の指導・監査を行う。 



Ⅱ 国保医療課事業体系図

医 療 費 適 正 化
医 療 費 適 正 化 計 画

保 険 医 療 機 関 等 の 指 導 ・ 監 査

診療報酬審査委員会委員の委嘱等

医 療 費 適 正 化 の 推 進

保 険 診 療 等 の 適 正 化 対 策 保 険 診 療 等 の 適 正 化 対 策

保 険 者 協 議 会 の 運 営

後期高齢者医療財政基盤の充実

後期高齢者医療保険基盤安定制度負担金

後 期 高 齢 者 医 療 県 費 負 担 金

高 額 医 療 費 県 費 負 担 金

後 期 高 齢 者 医 療 財 政 安 定 化 基 金

保 健 事 業 の 促 進

後 期 高 齢 者 医 療 制 度 の 推 進

国 民 健 康 保 険 事 業 の 推 進

国 民 健 康 保 険 財 政 安 定 化 基 金

助 言 等 の 充 実

国 民 健 康 保 険 審 査 会 の 運 営

高 齢 者 医 療 主 管 課 長 会 議 の 開 催

広域連合、市町等に対する技術的助言等

後 期 高 齢 者 医 療 審 査 会 の 運 営

国 民 健 康 保 険 運 営 方 針

県 版 保 険 者 努 力 支 援 制 度

保 険 給 付 の 適 正 化 対 策 事 業

国民健康保険保険基盤安定負担金

国 民 健 康 保 険 財 政 の 安 定 運 営

保 険 給 付 費 等 交 付 金

保 険 者 に 対 す る 指 導 監 督

国民健康保険団体連合会の指導監督

保 険 税 の 収 納 率 向 上 対 策 事 業
指 導 監 督 等 の 充 実



指導監査課 

 

Ⅰ 事務事業の執行方針 

 

１ 社会福祉法人の適正運営の確保 

   社会福祉法人は、社会福祉事業の主たる担い手として事業を確実、効果的かつ適正に行うこと 

が求められているため、所轄庁として認可申請等の審査や、毎会計年度法人から提出される計算 

書類、事業報告等の確認を通じて、法人の運営状況を把握するとともに、法人からの相談に対し

て必要な指導及び助言を行う。 

 

２ 社会福祉法人及び社会福祉施設に対する適切な指導監査の実施 

社会福祉法人及び社会福祉施設の適正な運営と施設運営を図るため、社会福祉法をはじめと 

する福祉各法に基づき、定期的に指導監査を実施する。 

指導監査に当たっては、法人の自主性・自律性を尊重しつつ、法令等に定められた社会福祉法

人及び社会福祉施設として遵守すべき事項について運営実態を確認することとし、確認項目の重

点化や標準化を図るなど、効率的かつ効果的に指導及び助言を行うよう配慮する。また、感染拡

大期等においては、指導監査の方法を変更するなど弾力的に指導監査を実施していく。 

   児童福祉施設については、児童に対する保育等の内容や安全な環境が適切に確保され、保育や

支援の質が向上するよう、指導監査を通じて施設の運営管理や入所児の処遇の状況を把握し、適

切な指導や助言を実施する。 

   老人福祉施設については、在宅での生活が困難な高齢者に対して良質なサービスが適切に提供 

されるよう、指導監査を通じてサービスの提供体制や入所者の処遇の状況を把握し、適切な指導 

や助言を実施する。 

障害者（児）福祉施設については、障害者（児）の意向、希望等を尊重するよう配慮がされて

いるか、指導監査を通じてサービスの提供体制や入所者の処遇の状況を把握し、適切な指導や助

言を実施する。 

 

３ 介護及び障害福祉サービスの質の確保並びに給付の適正化 

   介護及び障害福祉サービスの質の確保並びに保険給付等の適正化を図るため、介護保険法、障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律等に基づき、介護保険施設、居宅介護サー

ビス事業者、障害福祉施設、障害福祉サービス事業者に対して実地指導及び集団指導を実施する。 

   指導に当たっては、より良いサービスの実現に向けて介護保険施設、障害福祉施設等の育成及

び支援を行うことを主眼として、施設や事業者が人員、設備及び運営に係る指定基準や報酬基準

を正しく理解し、適正な事業運営を行うよう促していく。 

 



Ⅱ 指導監査課事業体系図

実 地 指 導 の 実 施

事 業 者 へ の 指 導 等 集 団 指 導 の 実 施

一 般 監 査 の 実 施

特 別 監 査 の 実 施
行 政 機 関 に 対 す る 指 導 監 査

介護及び障害福祉サービスの質の確保
並びに給付の適正化

社会福祉法人及び社会福祉施設に
対する適切な指導監査の実施

社会福祉法人の適正運営の確保
設 立 の 認 可 等 に 係 る 適 正 な 審 査

法 人 の 情 報 開 示 の 推 進
法 人 に 対 す る 指 導 監 督

特 別 監 査 の 実 施

一 般 監 査 の 実 施

法 人 に 対 す る 指 導 監 査

市 が 行 う 法 人 監 査 の 援 助

監 査 の 実 施

施 設 等 に 対 す る 指 導 監 査
特 別 監 査 の 実 施

一 般 監 査 の 実 施


